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No.2  事業計画の概要 



事業計画の概要 

1 設置（事業）目的 

 現在、許可を受け稼動している埋立施設（22,222m2）が将来的に満杯になることに伴い、

施設の規模拡大を図る。また、事業（建築物等の解体）により発生する木くずについて、こ

れまで自家処理として焼却処理を行なっていたが、今後はリサイクルが可能なものについて

破砕し、製紙原料及びバイオマス燃料として販売する。そのため、自家処理、その他事業の

用に供する施設として木くず破砕施設を新設する。 

2 設置場所の概要 

(1) 設置場所の地名地番 

   最終処分場（安定型）：鳥取県倉吉市国府字両長谷 1272,1275, 1282-1,-2,1283,1284, 

1285,1286,1287,1288, 1295-1,-2,-3,-4,1296,1297  

  木くず破砕施設：鳥取県倉吉市国府字両長谷 1283・1296 

 (2) 土地規制 

   特になし 

(3) 土地の現況 

    畑、山林、宅地 

(4) 開発区域面積 

  34,709m2 

(5) 建築物の有無（有・無） 

No. 建築場所の地名地番 建築面積 新設・既設の別 主な用途 

1 倉吉市国府字両長谷 1283,1296 1147.8m2 新設 木くず破砕

 

3 中間処理後の廃棄物の処理方法・埋立終了後の跡地利用 

中間処理後木チップは製紙原料及びバイオマス燃料として販売する。埋立終了後の跡地は

林地開発を行う。 

4 申請者の概要 

(1)資本金 

  1000 万円 

 (2)業務内容（産業廃棄物処理業以外のものも含む） 

  建設業、運送業 

 (3)従業員数、新規雇用従業員数及びその確保方法 

従業員数：50名 新規雇用従業員数：4名採用 

(4)申請手続き担当者 

  代表取締役 菅埜 元晴 

5 その他 参考事項 

  隣接地に既設の最終処分場（安定型）あり 
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No.3  関係法令等の許可等の種類 

     及び手続の実施状況 



関係法令等の許可等の種類及び手続きの実施状況

法律名 関係条文（必要手続き等） 手続の必要
性の有無

確認年月日・確認先等 手続状況

国土利用計画法 第23条（権利の移転等の届出） 有 H28.8.18　申請
都市計画法 第29条（開発行為許可申請） 無 H29.7.13

倉吉市建設部管理計画
課　谷沢氏　確認

公有水面埋立法 第2条（埋立の免許） 無 自社判断
（水面埋立なし）

第6条（建築確認申請） 有 自社判断
（建築面積より）

建屋建設前に申請予定

第51条（ただし書き許可申請） 有 H29.11.10
倉吉市建設部建築住宅
課　赤崎氏　確認

同上

第43条第2項(接道許可) 有 H29.11.10
倉吉市建設部建築住宅
課　赤崎氏　確認

同上

第4条（転用許可申請・届出） 有 合意形成終了後申請予定
第5条（転用目的での権利移動の
許可申請・届出）

有 合意形成終了後申請予定

第13条（農業振興地域整備計画
の変更）

有 H29.12.12　申請

第15条の２（開発行為の許可申
請）

無 農地法第4条に伴う手続として処
理を行なう

第7条（海岸保全区域の占用許
可申請）

無 自社判断
（海岸保全区域ではな
い）

第8条（海岸保全区域の開発行
為の許可申請）

無 同上

第37条（港湾区域・港湾隣接地
域の工事等の許可申請）

無 自社判断
（港湾ではない）

第38条の2（臨港地区内における
行為の届出）

無 同上

道路法 第32条（道路の占用の許可申請） 無 自社判断
（道路の占用なし）

漁港漁場整備法 第39条（工作物建設等の許可） 無 自社判断
（漁港漁場ではない）

第24条（河川区域の占有許可申
請）

無 自社判断
（河川区域ではない）

第26条（河川区域の工作物の新
築等の許可申請）

無 同上

第27条（河川区域の土地の掘削
等の許可申請）

無 同上

第55条（河川保全区域における
行為の許可申請）

無 自社判断
（河川保全区域ではな
い）

第57条（河川予定地における行
為の許可申請）

無 自社判断
（河川予定地ではない）

急傾斜地の崩壊による災
害の防止に関する法律

第7条（急傾斜地崩壊危険区域
内における行為の許可申請）

無 自社判断
（急傾斜地崩壊危険区
域ではない）

地すべり等防止法 第18条（地すべり防止区域にお
ける行為の許可申請）

無 自社判断
（地すべり防止区域では
ない）

砂防法 第4条（砂防指定地における行為
の許可申請）

無 自社判断
（砂防指定地ではない）

採石法 第３３条の５第２項（軽微な変更） 無 自社判断
（岩石の採取はしない）

第10条の2（開発行為の許可） 有 変更許可申請終了後申請予定
第27条（保安林の指定解除申
請）

無 自社判断
（周辺に保安林はない）

第34条（保安林における立木伐
採の許可申請）

無 同上

土地改良法施行令 第59条（他目的への使用等承認
申請）

無 H30.1.18
久米ヶ原土地改良区
理事長　確認

土地区画整理法 第76条（土地区画整理事業施行
地域内における行為の許可申
請）

無 自社判断
（土地区画整理事業を
行っていない）

第93条（周知の埋蔵文化財包蔵
地の発掘の届出）

有 H30.2.28　申請 H30.9.13　申請
H31年発掘位置についてはH31
年に申請予定

第125条（現状変更等の許可申
請）

発掘調査完了後、史跡名勝天
然記念物かどうかを判断

森林法

文化財保護法

建築基準法

港湾法

河川法

海岸法

農地法

農業振興地域の整備に関
する法律
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第20条の3（特別地域における行
為の許可申請）

無 自社判断
（付近に自然公園はな
い）

第33条（普通地域における行為
の届出）

無 同上

第25条（特別地区における行為
の許可申請）

無 自社判断
（自然環境保全地域で
はない）

第27条（海中特別地区における
行為の許可申請）

無 同上

第28条（普通地区における行為
の届出）

無 同上

都市公園法 第6条（都市公園の占用の許可申
請）

無 自社判断
（付近に都市公園はな
い）

鳥獣の保護及び狩猟の適
正化に関する法律

第29条（特別保護地区における
行為の許可申請）

無 自社判断
（鳥獣保護区ではない）

第9条の3(圧縮アセチレンガス等
の貯蔵又は取扱いの届出)

無 自社判断
（圧縮アセチレンガス等
を取り扱わない）

第9条の4(指定可燃物の届出) 有 R1,10,28
中部ふるさと広域連合
消防局 瀬戸氏に確認

建屋建設前に申請予定
（西倉吉消防署）

第11条（危険物貯蔵所等の設置
許可申請）

無 自社判断
（危険物を取り扱わな
い）

火災予防条例 各条令に定める届出等 無 自社判断
（火を取り扱わず、条例
に抵触しない）

国有財産法 第8条（国有財産の引継：国有財
産の用途廃止申請）

無 自社判断
（国有財産を取り扱わな
い）

高圧ガス保安法 第16条・第17条の2（高圧ガスの
貯蔵の許可申請・届出）

無 自社判断
（高圧ガスを取り扱わな
い））

電気事業法 第53条（自家用電気工作物の使
用の開始の届出）

無 自社判断
（自家用電気工作物で
はない）

大気汚染防止法 第6条（ばい煙発生施設、一般粉
じん発生施設の設置の届出）

無 自社判断
（ばい煙を発生させな
い）

水質汚濁防止法 第5条（特定施設の設置の届出） 無 自社判断
（有害物質使用特定施
設ではない）

騒音規制法 第6条（特定施設の設置の届出） 無 H30.1.12
倉吉市産業環境部環境
課西田氏　確認

振動規制法 第6条（特定施設の設置の届出） 無 自社判断
（用途地域内に該当し
ない）

ダイオキシン類対策特別措
置法

第12条（特定施設の設置の届出） 無 自社判断
（焼却施設ではない）

第11条の2（使用の開始等の届
出）

無 自社判断
（下水道を利用しない）

第12条の3（特定施設の設置等の
届出）

無 同上

景観法 第16条（行為着手前の届出） 有 H30.1.12
倉吉市建設部管理計画
課谷沢氏　確認

行為着手の30日前までに届出

第221条（産業廃棄物処分場税
の特別徴収義務者としての登録）

有 埋め立て処分開始の5日前まで
に申請予定

第225条（産業廃棄物処分場税
の納税義務者としての登録）

有 同上

建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律

第10条第1項(対象建設工事の届
出)

有 建屋を建設する7日前までに倉
吉市に届出を行う。

土壌汚染対策法 第4条第1項(土地の形質変更の
届出)

有 最終処分場の造成を行う30日前
までに届出を行う。

上記関係法令は、産業廃棄物処理施設設置及び産業廃棄物の最終処分業に関連する主なものを掲載しており、設置する
施設によっては対象とならない場合があります。また、上記以外の関係法令・条文が適用される場合があります。

下水道法

鳥取県税条例

自然公園法

自然環境保全法

消防法
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